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はじめに

　健康づくりの重要な手段である身体活動・運動
の健康効果については，これまでに数多くの科学
的エビデンスが蓄積されてきた1,2）。しかしながら，
人々の身体活動・運動不足の問題は国内外を問わ
ず長年続いている。我が国の国民健康・栄養調査
によると，働く世代（20～64歳）で運動習慣のある
者の割合は男性で23.5％，女性で16.9％であり，
高齢者に比べて運動習慣者の割合が少ない状況に
ある3）。更に最近は，新型コロナウイルス感染症
の拡大によって職場でのテレワーク等の導入が普
及しており，勤労者の身体活動不足は更に深刻化
している4）。このように特に働く世代において健
康づくりとしての運動の実践・習慣化が低調なの
は，健康管理は自己責任であり5），個人の努力で
解決すべきであるという雇用者や管理者が抱く従
来からの考え方が一部影響していると推察される。
　近年，職域では働き方改革や健康経営®（健康経
営は NPO法人健康経営研究会の登録商標）といっ
た新たな制度や経営戦略が導入されつつある。こ

れらの考え方の背景には，我が国における労働人
口の減少と勤労者の労働意識の変化による労働の
流動性の増大といった労働環境の変化がある。し
たがって今後の企業においては，良質な労働力の
確保とその定着化が大きな経営課題となる。その
ような課題解決のためには，従業員の健康を重要
視し，健康の保持・増進を積極的に推進する新た
な健康づくり戦略が必要となる。そのためにもこ
れまでの健康づくりの問題点を明らかにし，新た
な発想に基づく事業戦略を構築することが重要で
ある。性年齢階級別に運動習慣のある者の割合を
みると，男性では40歳代（18.5％）で，女性では30

歳代（9.4％）で最も少ない3）。また運動の阻害要因
の調査では，「仕事が忙しくて時間がない」という
回答が全体の38.1％と最も多く，特に30歳代
（65.6％）と40歳代（61.6％）でその回答が多いこと
が報告されている3）。また， 6か月以内に運動習
慣を改善するつもりがある者のなかでも「仕事が
忙しくて時間がない」という回答が52.8％と最も
多いことも報告されている3）。そのため，働く世
代の運動習慣者を増やすためには，いかに普段の
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日常生活のなかに運動実践の機会を組み込むかが
鍵である。更に，運動するかしないかの判断が個
人の意思（やる気や生活環境など）に依存しないよ
うな戦略的展開が必要と考えられる。
　そのような戦略の 1つとして，勤務時間の一部
を従業員の運動実践のための時間に充てるという
「運動実践への時間投資」が挙げられる。このよう
な時間投資は従業員が運動を実践・継続するため
の心理的・環境的・経済的な障壁を軽減し，運動
習慣の定着に寄与することが期待される。また，
こうした戦略は，地理的要因（例：家の近くに運
動施設がない）や私生活の要因（例：育児や介護）
によって不利な立場にある従業員に対して，特に
有効であると考えられる6）。そして職場での運動
実践の結果として，従業員の健康効果のみならず，
従業員間のコミュニケーションの充実7），更には
労働生産性の向上8）といった時間投資を上回る大
きな成果が期待される。そこで本稿では，勤労者
を対象とした職場での運動実践に関連した事例や
先行研究を収集し，職場での運動実践への時間投
資の実態とその意義や可能性について検討するこ
とを目的とした。

職場での運動実践への時間投資の国内事例

　働く人々がそれぞれの事情に応じて多様な働き
方を選択できる社会の実現を目指す働き方改革の
施策が推進されるなか，健康経営の考え方が広
まっている。健康経営とは，従業員等の健康保
持・増進の取り組みが将来的に収益性等を高める
投資であるとの考えのもと，健康管理を経営的な
視点から考え，戦略的に実践することである9）。
ジョンソン・エンド・ジョンソン社の研究による
と，従業員に健康投資として健康増進プログラム
を提供すると，投資額 1ドルに対して1.88～3.92

ドルのリターンが得られることが示唆されてい
る10）。
　経済産業省は，2014年より東京証券取引所の上
場会社のなかから健康経営に優れた企業として
「健康経営銘柄」を毎年選定している。更に2016年
度より「健康経営優良法人」認定制度を推進してお

り，2022年には健康経営に取り組む優良な法人と
して14554法人が認定を受けている9）。健康経営
銘柄や健康経営優良法人の認定要件をみると，具
体的な健康保持・増進対策の一項目として「運動
機会の増進に向けた取り組み」が含まれており9），
健康経営を推進する省庁は健康経営の観点からも
従業員の運動機会を増やすことが重要であると考
えていることがわかる。
　経済産業省は，健康経営に取り組む大企業を主
な対象とした健康経営度調査を毎年実施している。
2021年度健康経営度調査11）における運動習慣の定
着に向けた具体的な支援内容（研修・情報提供を
除く）についての調査結果によると，職場外のス
ポーツクラブ等との提携・利用補助を行う企業が
全体の73.8％と最も多く，次いで運動奨励活動（歩
数計の配布，歩行や階段使用の奨励，表彰等）や
運動促進のためのツールの提供（アプリ，動画配
信等）を行う企業が全体の73.1％と多いことが報
告されている（図 1）。また，職場において集団で
運動を行う時間を設けている企業（例：ラジオ体
操，ストレッチ，ヨガ等）は全体の64.8％と，従
業員が運動に取り組むための時間や機会を提供す
る企業が比較的多くあることがわかる（図 1）。こ
れらの結果を企業の規模別でみると，いずれの支
援内容においても規模が大きい企業ほど積極的に
取り組みを行っていることがみてとれる。これら
の結果は，多くの企業が何らかの運動に関する支
援を推進しているようにみえるものの，回答して
いる主な企業が健康経営に取り組む企業であり，
かつ大企業に限定されていることを念頭に置いて
結果を解釈する必要がある。すなわち，健康経営
の取り組みを推進していない企業の運動支援の取
り組み状況については不明であり，今後は特に，
人材や資材の不足が常態化している中小規模の企
業を意識して運動習慣の促進に向けた取り組みの
調査や支援を強化していくことが重要であると考
えられる。日本全国の上場企業3266社に郵送法で
質問紙調査を行った研究12）は身体活動促進事業実
施率が32.6％であったことを報告しているが，こ
のうち勤務時間中に運動実践の時間を設けている
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企業は一部であると考えられる。また，この研究
の回収率は12.6％であり，回答が得られなかった
企業を含めると実際の実施率は更に低いと想定さ
れる。
　スポーツ庁では，2017年度より従業員の健康増
進のためにスポーツの実践に向けた積極的な取り
組みを行っている企業を「スポーツエールカンパ
ニー」として認定しており，2023年には910社がそ
の認定を受けている。経済産業省やスポーツ庁の
当該ホームページでは，これまでに健康経営銘柄
や健康経営優良法人（中小規模法人部門），スポー
ツエールカンパニーに認定された企業の取り組み
事例集が公開されている。これらの資料等を中心
に勤務時間中における職場での習慣的な運動の取

り組み事例を表 1にいくつか取り上げた。その結
果，朝礼時にラジオ体操を実践する企業やスト
レッチなど軽めの体操を実践する企業が多くみら
れた。一方，勤務時間中の運動実践以外の取り組
みでは，ウォーキングなどのスポーツイベントや
運動セミナーの開催，運動環境の整備，アプリや
ウェアラブル端末を活用した身体活動推奨キャン
ペーン，体力測定の実施などを行う企業が散見さ
れた。

職場での運動実践による効果の研究

　職場内・外での身体活動・運動介入が勤労者の
健康関連指標に与える効果を検証した研究はこれ
までに数多く存在し，さまざまなアウトカムにお
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図 1．2021年度健康経営度調査結果集計データ
「Q51 運動習慣の定着に向けた具体的な支援（研修・情報提供を除く）として，どのような取り組みを
行っていますか（複数回答）」11）より作図
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けるエビデンスが蓄積されつつある。なかでも，
身体活動・運動に伴うエネルギー消費量の増加等
による非感染性疾患（肥満やメタボリックシンド
ロームなど）の予防効果に関する研究は数多く報
告されており，広く知られている1,2）。また，職
場での運動介入による体力の向上19）や筋骨格系の
障害や痛みの軽減20）などの効果も報告されている。
そのなかでも本稿では特に勤労者において重要な
指標である心理的健康指標ならびに仕事のパ
フォーマンスや活力などの労働関連指標への運動
効果を検討した研究を取り上げて紹介する。

Ａ．心理的健康指標

　職場でのメンタルヘルス対策は産業保健におけ
る重大な課題の 1つとなっている。厚生労働省が
実施した2021年労働安全衛生調査（実態調査）によ
ると，現在の仕事や職業生活に関することで強い
不安やストレスとなっていると感じる事柄がある
と回答した勤労者の割合は53.3％であったことが
報告されている21）。
　職場での実践に限らない運動効果を検証した14

編のランダム化比較試験（2020年 5月25日までに
出版）をメタ解析した研究は，運動介入による抑
うつ症状の軽減効果を示唆している22）。この14編

表 1．勤務時間中における職場での習慣的な運動の取り組み事例

・株式会社商船三井13）

　 ストレッチを基本とした柔軟体操で，筋力強化とバランス感覚の向上にむけて独自の体操「MOLボディフィットエクサ
サイズ」を考案し，航行中の乗組員が毎日船上で実践している。
・株式会社エイジェントヴィレッジ14）

　 朝礼時のストレッチタイムや，15時から15分間のテレワーク中のフィットネスとしてウェルネスタイムを実践している。
・株式会社日本エー・エム・シー15）

　 毎日朝礼時に腰痛体操を行い，従業員の健康状態の確認と報告の徹底を継続している。
・ゴリラガードギャランティ株式会社15）

　 勤務時間に YouTubeを使ったエクササイズを実践することで，高い参加率のもとで強めの運動を行っている。
・明和コンピュータシステム株式会社15）

　 毎朝の朝礼時には全員でラジオ体操を励行している。運動機会の増加を目的に従業員用 MCSアリーナ（体育館）を建設
した。
・日本航空株式会社16）

　 健康管理部フィットネストレーナーの指導のもと，ラジオ体操の動きを正しく習得し，毎日の朝礼時にメンバー全員で
「JAL本気の！ラジオ体操」を実践している。
・ルピナ中部工業株式会社16）

　 就業日の10時と15時に 5分間程度，社員各自が自席廻りで簡単なストレッチや筋トレを行う「1015motion」運動を実践し
ている。
・株式会社プレオン16）

　 毎日15時にビデオ会議ツールを使用し，全拠点をつないでラジオ体操を実践している。
・出光興産株式会社北海道製油所17）

　 昭和48年の操業以来，毎日の朝礼時に構内の各事務所でラジオ体操を継続実践している。ラジオ体操には，執務上支障
がないすべての従業員が参画している。
・太陽誘電株式会社17）

　 設立当初より毎朝，勤務開始時に社内全体でラジオ体操を実践している。
・豊田安全衛生マネジメント株式会社17）

　 10時と15時の就業時間内に 2回，アラームを鳴動させて座りすぎに注意喚起。各自いったん作業を止めて立ち上がり，
3分程度ストレッチや簡単な筋トレなどを実践している。

・三井物産株式会社18）

　 2009年より勤務時間中にトレーナーが各部署を巡回し，自席で立ち上がって行う軽い体操としてストレッチやエクササ
イズを週 1回， 8分間行う「ラウンドリフレッシュ」を取り入れている。
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の研究のうち，職場で勤務時間中に実施した運動
の効果を検討した研究はオランダのパイロットラ
ンダム化比較試験 1編のみであった。具体的には，
軽度のうつ症状がある大手保険会社の従業員を対
象として，会社のフィットネスセンターで勤務時
間中にインストラクターの指導下で 1回40～50分
程度の運動プログラム（ストレッチング，パワー
トレーニング，有酸素性運動など）を週 2日行っ
たところ，10週間の介入後のうつ症状が軽減した
ことが報告されている23）。一方で，職場での運動
介入による仕事のストレス軽減効果を検討した研
究のシステマティックレビューの報告によると，
8編の研究（1990年 1月から2018年10月に出版）が
選定され，そのうち 2編の研究のみにおいて職場
での運動介入が仕事のストレス軽減に有意な効果
があったことが報告されている24）。また，職場で
の運動介入による心理社会的効果を検討したラン
ダム化比較試験のシステマティックレビューでは，
22編の研究（1998年から2018年に出版）が選定され
ており，ネガティブな効果を報告した研究はな
かったものの，結果における研究間の異質性が高
かったり，うち11編は研究の質が低かったりで，
効果は限定的であると結論付けている25）。まだ研
究数が十分でないうえに，研究間で対象集団や運
動の実践内容，アウトカム指標などが多岐にわ
たっているために，単純な結果比較は困難な状況
にある。そのため，現時点において職場での運動
介入が勤労者の心理的健康指標に与える効果につ
いては結論が出ておらず，今後の更なる研究が必
要であると考えられる。特に，我が国で行われた
職場での運動介入研究はまだ少ない。例えば，日
本の企業を対象に実施したMichishitaらのクラス
ターランダム化比較試験は26），勤労者を対象とし
て，ストレッチング，認知機能トレーニング，有
酸素性運動，筋力トレーニングで構成される職場
単位での運動を，昼休みに10分間，週 3日，10週
間実施し，職場の対人関係でのストレスの減少や，
活力，ソーシャルサポート，仕事の満足度などの
向上を報告している。今後，職場での運動実践が
我が国の勤労者の心理的健康指標に与える効果に

ついての更なるエビデンスの蓄積が望まれる。
Ｂ．労働関連指標

　健康問題に起因した仕事のパフォーマンスの損
失を表す指標として，プレゼンティーズムとアブ
センティーズムがある。プレゼンティーズムとは，
欠勤には至っておらず勤怠管理上は表に出てこな
いが，健康問題が理由で生産性が低下している状
態を意味する。また，アブセンティーズムとは，
健康問題による仕事の欠勤（病休）を意味する。
Michishitaらは，日本の勤労者を対象として昼休
み10分間の職場単位での運動プログラムを週 3～
4回， 8週間実施したところ，WFun（Work Func-

tioning Impairment Scale）による労働機能障害の程
度で評価したプレゼンティーズムや，ワークエン
ゲイジメントの活力の改善が認められたことを報
告している27）。ワークエンゲイジメントとは，仕
事に対するポジティブで満たされた心理状態を表
す言葉である。筋骨格系の疼痛予防やリラクセー
ションをコンセプトとした美ポジ（Beautiful Body 

Balance-Position: Bipoji）体操プログラムを毎営業
日に 2分間行った日本の研究は， 2か月間の介入
後に従業員のワークエンゲイジメントが向上した
ことを報告している28）。我々の研究所が勤労者
1321人を対象に行った横断研究は，職場での運動
実践頻度が少ない者（週 1回未満）に比べて，実践
頻度が多い者（週 1回以上）はワークエンゲイジメ
ントの活力が高いことを明らかにしている29）。ま
た，仕事を成し遂げる勤労者の労働能力を意味す
るワークアビリティ（労働適応能力）に与える運
動効果を検討した研究もある。スペインの企業に
おける座位中心のオフィスワーカーを対象とした
ランダム化比較試験は，有酸素性運動や筋力ト
レーニングで構成された PRODET®という監視下
での運動プログラムを職場で 1 回50分，週 2 日
行ったところ，12週間後にワークアビリティの精
神的健康状態の項目で向上が認められたものの，
抑うつ指標，不安尺度，仕事の満足度などの指標
は変化が認められなかったことを報告している30）。
その一方，女性医療従事者を対象としたデンマー
クのクラスターランダム化比較試験によると，勤
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務時間中に10分間の監視下での筋力トレーニング
を週 5回の頻度で10週間，グループで行ったとこ
ろ，自宅でトレーニングをした群と比較して，
ワークアビリティの低下防止31）や活力の向上32），
職場チーム内のソーシャルキャピタルの向上7）が
認められたことを報告している。これらの結果か
ら，この論文の著者らは職場の同僚と一緒に運動
を実践することがより有効であると述べている。
したがって，どのような職種の勤労者が誰とどの
ような運動を職場で行うかによって，異なる結果
となり得ることが推察される。実際のところ，職
場での運動実践が労働関連指標に与える影響につ
いては，まだエビデンスが限定的で一貫した結果
が得られておらず，決定的な結論には至っていな
い33-35）。しかしながら，勤務時間中の運動実践は
少なくとも労働生産性に悪影響を及ぼさないであ
ろうことが示唆されている8,36）。

職場での運動実践への時間投資にかかわる�
その他の研究

　企業の管理者に対して職場での運動実践への時
間投資を提案した場合，「なぜ余暇ではなく職場
で運動する必要があるのか？」や，「運動に勤務時
間を投資した分，労働生産性が下がるのではない
か？」といった疑問が出ることは必至である。職
場での運動介入による健康効果に関する研究が数
多くある一方で，こうした疑問への回答に資する
エビデンスは非常に少ない。ここでは，こうした
疑問に対して現時点で報告されている研究を紹介
する。
　スウェーデンの介入研究は 1年間の職場での運
動時間の投資が企業にとってもいくらかの経済的
利益があることを示唆している。この研究は， 6

つの歯科診療所を対象に，労働生産性37）や病休に
関係するコスト38）が，勤務時間中に運動時間を設
けた場合と勤務時間を短縮した場合とで異なるか
を比較検討した。運動時間を設ける群は中高強度
の運動を勤務中に週2.5時間実践し，勤務時間を
短縮する群は同じだけ（週2.5時間）勤務時間を短
縮した。その結果，運動群のみにおいて自己評価

によるワークアビリティの向上が認められた37）。
更に，前年と比較した介入年の病休に関係する総
コストは，運動群で22.2％減少，勤務時間短縮群
で6.2％減少，通常の勤務を続けた対照群では
10.2％増加であった38）。これらの結果から著者ら
は，勤務時間における運動実践への時間投資は
ワークアビリティの向上や病休に関係するコスト
軽減に有効であることを示唆している。
　また，運動のための時間を勤務時間中に設ける
ことは運動習慣の定着という視点からも有効であ
ることが先述のデンマークで行われたクラスター
ランダム化比較試験によって示唆されている31）。
1回10分，週 5回の運動を勤務時間中にグループ
で実践する群と余暇に自宅で実践する群の運動実
践頻度を比較すると，職場実践群で平均2.2回／／週，
自宅実践群で平均1.0回／／週であり，職場で同僚と
一緒に行う運動時間の投資は余暇時間での運動の
推奨に比べて実践・継続しやすいことが報告され
ている。
　勤務日のいつ運動時間を設けたらいいかを検討
するうえで参考になる研究がある。この研究は運
動プログラムに限った調査ではないものの，職場
での健康増進プログラムにおける時間的障壁に焦
点をあてて，中小企業10社の管理者や従業員を対
象にインタビューを行ったオーストラリアの質的
研究である39）。この研究では管理者と従業員の両
者が，健康増進プログラムへの実施・参加の主要
な障壁として時間を挙げている。管理者と従業員
の両者が健康増進プログラムの価値を認識してい
るものの，休憩時間と勤務時間のどちらの時間を
充てるかについての意見が合わなかったことが述
べられている。ほとんどの従業員は健康増進プロ
グラムに休憩時間や勤務外の時間を割くことに消
極的な意見であったのに対して，管理者は「職場
にいる時間は仕事のための時間」という考え方が
根底にみられた。勤務時間のどの時間を運動に充
てるのかという時間設定の課題が考慮されない限
り，職場での健康増進プログラムの普及や成功は
難しいと予想される。そのためにも今後更に，実
行・普及可能性の高い時間投資方法に関する研究
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や事例報告が行われることが望まれる。例えば，
Saavedraらの研究に学ぶことが多い40）。この研究
では30分間の運動プログラムに参加した従業員に
は通常30～45分の昼休みを15分延長することを許
容することで，雇用者と従業員の双方のニーズに
応えている。休憩時間に運動プログラムを設ける
場合にはその分の休憩を一定時間延長するといっ
たように，雇用者と従業員の両者が平等に時間を
割くような仕組みを設定することで従業員の参加
率上昇に繋げられるかもしれない。
　一方，単に勤務時間中に運動時間を設ければい
いという訳ではないということも示唆されている。
教職員を対象に，職場環境の特性（仕事量，仕事
の満足度，柔軟なスケジュールなど）が職場での
運動時間の利用選択に与える影響を検討したアメ
リカの介入研究がある41）。この研究では，職場で
の30分の運動時間（ジム会員資格を含む）を週 1回
以上利用した人は全体の45％であった。注目すべ
きは，運動時間を利用した人の特徴である。仕事
が多すぎないと回答した人，運動のために仕事時
間を使うことへの抵抗感が低い人や，十分な時間
がある人がこの運動時間を活用しており，仕事の
満足度や柔軟なスケジュールとは無関係であった。
ロンドンのコールセンターにおいて職場での身体
活動プログラム（各種運動教室，歩数計チャレン
ジなど）に参加しなかった身体活動不足の従業員
を対象に不参加の理由をインタビューした研究に
よると42），不参加の理由の上位 6要素は，運動に
対する自己効力感，身体活動への姿勢（優先度，
意欲），時間やエネルギーの充足度，施設など物
理的な環境，身体活動プログラムへの反応（身体
活動情報への受容，職場で身体活動を推進するこ
との合理性），身体活動に対する職場文化であっ
たことが報告されている。そのなかで，上司や同
僚がプログラムに関心がないことや，プログラム
を知らないことが不参加に影響することが強調さ
れている。そのため，職場での運動実践への時間
投資のためには，時間的考慮のみならず，職場の
上司や同僚が運動のために時間を使うことを許
容・称賛するような職場全体の雰囲気も重要であ

るといえるだろう。
　最後に，職場での運動実践を実際に展開する際
のヒントとなり得る実装科学の知見を紹介する。
職場での身体活動プログラムの実装における阻
害・促進要因についてのスコーピングレビューで
は43），職場で身体活動プログラムを設計・実装す
る際に考慮すべき要因が提示されている。Theo-

retical Domains Framework（TDF）を用いて特定さ
れた関連要因の大半は，「環境の文脈や資源」，
「社会的な影響」，「社会的・専門的な役割とアイ
デンティティ」の 3つの TDF領域に該当した。具
体的には，「環境の文脈や資源」の領域では，時間
不足，仕事のスケジュールへの支障，場所（移
動）の問題が阻害要因になる一方，柔軟な設定（場
所・時間）が促進要因となっていた。プログラム
内容についても，バリエーション不足は阻害要因
となるが，強度や頻度が適切で，簡単であること
が促進要因となっていた。「社会的な影響」の領域
では，管理者や同僚の支援不足が阻害要因となる
一方で，その充実（例：団結心や仲間意識の構築，
ともに運動，管理者の参加）が促進要因となって
いた。「社会的・専門的な役割とアイデンティ
ティ」の領域では，管理者からの支援の矛盾や欠
如，プロジェクト管理不足が阻害要因となる一方，
職場での身体活動への受容性や正当性の醸成，団
結心や職場の雰囲気の向上が促進要因となってい
た。国によって働き方や職場環境が異なることが
想定されるため，影響する関連要因も異なる可能
性が考えられる。このレビューのなかには日本の
研究は含まれておらず，今後日本の企業における
多種多様な運動実践の実装研究が数多く報告され
ることが望まれる。
　また，職場での健康増進プログラムにおける管
理者支援への関連要因に関する研究の統合的レ
ビューでは44）， 4つの関連要因が挙げられている。
第 1の要因は「管理者の信念や姿勢」であり，従業
員の健康に対する責任や従業員の価値に対する認
識の程度が強いほど，プログラムに対して積極的
な姿勢をとることや，従業員の明確な同意が管理
者支援を促進することが示されている。第 2の要
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因は「管理者への研修」であり，管理者に健康に関
する教育的介入を行うと，従業員への健康に対す
る知識や態度が改善することが述べられている。
同著者らは，管理者支援への阻害・促進要因を明
らかにした混合研究においても，管理者への教育
の重要性を指摘している45）。第 3の要因は「期待
される管理者の役割」であり，管理者がプログラ
ムの促進は自身の役割だと認識することが促進要
因となるが，上級管理者からの矛盾する要求は阻
害要因となることが示されている。第 4の要因は
「管理構造」であり，上級管理者からの承認や双方
の良好なコミュニケーションがプログラムへの支
援の程度に影響することが示されている。従業員
の同意によって管理者の支援が促進することも踏
まえ，さまざまなレベルにおける合意形成を図る
ことの重要性を念頭に置いたうえで，運動実践の
タイミングを検討することが重要と考えられる。

おわりに

　運動が健康に良いことは周知の事実ではあるが，
職場での運動実践が従業員の健康増進のみならず
労働関連指標の向上に対しても有効であることを
示唆する研究がいくつか報告されつつある。近年
我が国では健康経営の考え方が広まりつつあり，
一部の企業では従業員に向けた身体活動・運動推
奨の取り組みが推進されている。しかしながら，
我が国の企業がこぞって従業員の運動実践の場と
して職場を提供したくなるような新たな風潮をも
たらすためにはまだ多くの障壁があり，特に職場
での運動実践のための時間投資の課題は大きい。
現状では，労働生産性への支障や怪我への対処な
どの懸念から勤務時間中に従業員が運動するため
の時間を設けることに抵抗を示す企業が多いのは
当然である。そんななかで我々スポーツ科学の研
究者・専門家が職場での運動時間を投資するとい
う企業の決断を後押しするには，まず勤務時間中
の運動実践のメリット・デメリットに関するエビ
デンスを蓄積していく必要がある。その際，勤務
時間外での運動実践を推奨する場合と比較するか
たちで情報を整理することで，勤務時間中の運動

実践の価値が際立つかもしれない。更に，これま
で報告されている職場での時間投資型の運動介入
研究は，短期的な検討がほとんどであるため，実
社会での長期的な効果や継続可能性に関する研究
も必要である。また，運動といってもさまざまな
プログラムが考えられ，職場での運動実践への時
間投資の観点から職場でどのような運動プログラ
ムが実行可能であり，かつ従業員が参加したくな
るかといったプログラム開発に資する研究も必要
であろう。ここまで述べてきたとおり，職場には
運動習慣を定着化し，その効果を高めるための資
源・要因が詰まっている。これを有効活用し，働
く世代の運動の習慣化を支援するためにも，今後，
職場での運動実践への時間投資に関する研究が盛
り上がっていくことに期待したい。
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